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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体素子と、
　前記半導体素子に電気的に接続される集積回路と、
　前記半導体素子が載置される第１部分を含む第１リードフレームと、
　前記集積回路が載置される第４部分を含む第２リードフレームと、
　少なくとも前記半導体素子と前記第１部分と前記集積回路と前記第４部分とを封止する
封止部材と、
　前記封止部材に一体化されかつ前記半導体素子と前記集積回路とにおいて発生する熱を
放散させる放熱部材とを備え、
　前記放熱部材は、前記半導体素子と前記集積回路とに対向しており、
　前記放熱部材は、前記封止部材から露出する放熱面を有し、
　前記放熱部材は、前記封止部材によって、前記半導体素子と前記第１部分と前記集積回
路と前記第４部分とから絶縁されており、
　前記半導体素子の第１発熱量は、前記集積回路の第２発熱量よりも大きく、
　前記放熱部材は、前記放熱面上に、凹部及び凸部のいずれかを含み、
　前記半導体素子に対応する前記放熱面の第１領域には、前記集積回路に対応する前記放
熱面の第２領域よりも多くの前記凹部及び前記凸部の前記いずれかが配置されている、半
導体モジュール。
【請求項２】
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　半導体素子と、
　前記半導体素子に電気的に接続される集積回路と、
　前記半導体素子が載置される第１部分を含む第１リードフレームと、
　前記集積回路が載置される第４部分を含む第２リードフレームと、
　少なくとも前記半導体素子と前記第１部分と前記集積回路と前記第４部分とを封止する
封止部材と、
　前記封止部材に一体化されかつ前記半導体素子と前記集積回路とにおいて発生する熱を
放散させる放熱部材とを備え、
　前記放熱部材は、前記半導体素子と前記集積回路とに対向しており、
　前記放熱部材は、前記封止部材から露出する放熱面を有し、
　前記放熱部材は、前記封止部材によって、前記半導体素子と前記第１部分と前記集積回
路と前記第４部分とから絶縁されており、
　前記半導体素子の第１発熱量は、前記集積回路の第２発熱量よりも大きく、
　前記放熱部材は、前記放熱面上の凹部と、前記凹部の少なくとも一部に結合されて前記
放熱面から突出する突出部材とを含み、
　前記半導体素子に対応する前記放熱面の第１領域には、前記集積回路に対応する前記放
熱面の第２領域よりも多くの前記突出部材が配置されている、半導体モジュール。
【請求項３】
　前記第１部分は、前記半導体素子と前記放熱部材との間に配置されており、
　前記第１部分は、前記放熱部材に対して、第１間隔を空けて配置されている、請求項１
または請求項２に記載の半導体モジュール。
【請求項４】
　前記第１間隔は、１００μｍ以上５００μｍ以下である、請求項３に記載の半導体モジ
ュール。
【請求項５】
　前記第１リードフレームは、前記第１部分に接続される第２部分と、前記第２部分に接
続される第３部分と、前記第３部分に接続される端子部とを含み、
　前記第１部分と前記放熱部材との間の前記第１間隔が、前記第３部分と前記放熱部材と
の間の第２間隔よりも小さくなるように、前記第２部分は前記第１部分及び前記第３部分
に対して傾斜している、請求項３または請求項４に記載の半導体モジュール。
【請求項６】
　前記第１部分及び前記第２部分は、前記封止部材の中に埋め込まれている、請求項５に
記載の半導体モジュール。
【請求項７】
　前記第４部分は、前記集積回路と前記放熱部材との間に配置されており、
　前記第１部分と前記放熱部材との間の前記第１間隔は、前記第４部分と前記放熱部材と
の間の第３間隔よりも小さい、請求項３から請求項６のいずれか１項に記載の半導体モジ
ュール。
【請求項８】
　第３リードフレームと、
　前記第３リードフレームと前記半導体素子とに接続される第１導電ワイヤと、
　前記集積回路と前記半導体素子とに接続される第２導電ワイヤとをさらに備え、
　前記第１導電ワイヤは、前記第３リードフレーム及び前記半導体素子から前記放熱部材
側とは反対側に引き出されており、
　前記第２導電ワイヤは、前記集積回路及び前記半導体素子から前記放熱部材側とは反対
側に引き出されている、請求項７に記載の半導体モジュール。
【請求項９】
　前記第１部分と前記放熱部材との間に絶縁スペーサをさらに備える、請求項１から請求
項８のいずれか１項に記載の半導体モジュール。
【請求項１０】
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　前記放熱面以外の前記放熱部材の複数の表面は、前記封止部材に面している、請求項１
から請求項９のいずれか１項に記載の半導体モジュール。
【請求項１１】
　前記半導体素子は、第１の表面と、前記第１の表面とは反対側の第２の表面とを有し、
　前記半導体素子は、前記第１の表面上に設けられた第１電極と、前記第２の表面上に設
けられた第２電極とを有し、
　前記第２電極は前記第１リードフレームの前記第１部分に接合されている、請求項１か
ら請求項１０のいずれか１項に記載の半導体モジュール。
【請求項１２】
　請求項１から請求項１１のいずれか１項に記載の前記半導体モジュールと、
　配線基板と、
　前記半導体モジュールを前記配線基板上に固定する接合部材とを備える、半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体モジュール及び半導体装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体素子と、半導体素子において発生する熱を放散させる放熱部材と、半導体素子を
封止する封止部材とを備える半導体モジュールが知られている（特許文献１、特許文献２
を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】実開平５－６７００１号公報
【特許文献２】特開２０１４－１４３３７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に記載された半導体モジュールでは、半導体素子は放熱部材
に接している。そのため、特許文献１に記載された半導体モジュールを、半導体素子の表
面と裏面とに電極を有する縦型半導体素子に適用することはできない。
【０００５】
　また、特許文献２に記載された半導体モジュールでは、半導体素子を放熱部材から電気
的に絶縁するために、半導体素子と放熱部材との間に絶縁シートが介在している。特許文
献２に記載された半導体モジュールを配線基板に実装する際に加えられる熱により、絶縁
シートが硬化したり脆くなる。そのため、絶縁シートが半導体素子を放熱部材から電気的
に絶縁することができなくなってしまう。
【０００６】
　本発明は、上記の課題を鑑みてなされたものであり、その目的は、縦型半導体素子に適
用され得るとともに、配線基板に実装される際に半導体素子と放熱部材との間の電気的絶
縁が確保され得る半導体モジュール及びこの半導体モジュールを備える半導体装置を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の半導体モジュールは、半導体素子と、半導体素子が載置される第１部分を含む
第１リードフレームと、少なくとも半導体素子と第１部分とを封止する封止部材と、封止
部材に一体化されかつ半導体素子において発生する熱を放散させる放熱部材とを備える。
放熱部材は、封止部材から露出する放熱面を有する。放熱部材は、封止部材によって、半
導体素子及び第１部分から絶縁されている。
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【０００８】
　本発明の半導体装置は、上記半導体モジュールと、配線基板と、半導体モジュールを配
線基板上に固定する接合部材とを備える。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の半導体モジュールでは、放熱部材は、封止部材によって、半導体素子及び第１
部分から絶縁されているため、半導体モジュールは縦型半導体素子に適用され得る。さら
に、本発明の半導体モジュールでは、放熱部材は、封止部材によって、半導体素子及び第
１部分から絶縁されているため、絶縁シートを用いることなく、放熱部材は、半導体素子
及び第１部分から電気的に絶縁されている。そのため、本発明の半導体モジュールを配線
基板上に実装する際に、半導体素子と放熱部材との間の電気的絶縁が確保され得る。
【００１０】
　本発明の半導体装置は、上記半導体モジュールと、配線基板と、半導体モジュールを配
線基板上に固定する接合部材とを備える。そのため、半導体装置は縦型半導体素子に適用
され得るとともに、接合部材を用いて半導体モジュールを配線基板上に実装する際に、半
導体素子と放熱部材との間の電気的絶縁が確保され得る。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施の形態１に係る半導体モジュールの概略平面図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る半導体モジュールの、図１に示される断面線ＩＩ－
ＩＩにおける概略断面図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の概略断面図である。
【図４】本発明の実施の形態２に係る半導体モジュールの概略断面図である。
【図５】本発明の実施の形態２に係る半導体モジュールに含まれる放熱部材の概略平面図
である。
【図６】本発明の実施の形態２に係る半導体モジュールに含まれる放熱部材の概略平面図
である。
【図７】本発明の実施の形態３に係る半導体モジュールの概略断面図である。
【図８】本発明の実施の形態３に係る半導体モジュールに含まれる放熱部材の概略平面図
である。
【図９】本発明の実施の形態３に係る半導体モジュールに含まれる放熱部材の概略平面図
である。
【図１０】本発明の実施の形態４に係る半導体モジュールの概略断面図である。
【図１１】本発明の実施の形態５に係る半導体モジュールの概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。なお、同一の構成には同一の参照番号を付し、
その説明は繰り返さない。
【００１３】
　実施の形態１．
　図１及び図２を参照して、実施の形態１に係る半導体モジュール１を説明する。半導体
モジュール１は、表面実装型半導体モジュール（１）であってもよい。半導体モジュール
１は、半導体素子２３と、第１リードフレーム１０と、封止部材５０と、放熱部材４０と
を主に備える。半導体モジュール１は、集積回路３０と、第２リードフレーム１６と、第
３リードフレーム２０と、第１導電ワイヤ３５と、第２導電ワイヤ３６とをさらに備えて
もよい。
【００１４】
　半導体素子２３は、第１の表面２４と、第１の表面２４とは反対側の第２の表面２５と
を有している。半導体素子２３は、例えば、絶縁ゲート型バイポーラトランジスタ（ＩＧ
ＢＴ）、金属酸化物半導体電界効果トランジスタ（ＭＯＳＦＥＴ）、ゲートターンオフ（
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ＧＴＯ）サイリスタまたはダイオードであってもよい。半導体素子２３は、シリコン（Ｓ
ｉ）、炭化ケイ素（ＳｉＣ）または窒化ガリウム（ＧａＮ）のような半導体材料から構成
されてもよい。
【００１５】
　半導体素子２３は、複数の電極（第１電極２６、第２電極２７、第３電極２８）を有し
ている。例えば、半導体素子２３は、２つの電極を有する二端子素子であってもよいし、
３つの電極を有する三端子素子であってもよい。半導体素子２３は、縦型半導体素子（２
３）であってもよい。縦型半導体素子（２３）は、半導体素子２３の第１の表面２４上と
第１の表面２４とは反対側の第２の表面２５上とに、電極（第１電極２６、第２電極２７
）を有する。本実施の形態の半導体素子２３は、第１の表面２４上に設けられた第１電極
２６と、第２の表面２５上に設けられた第２電極２７と、第１の表面２４上に設けられか
つ第１電極２６と電気的に分離された第３電極２８とを有する、縦型の三端子素子である
。半導体素子２３は、例えば、第１の表面２４上に設けられた第１電極２６と、第２の表
面２５上に設けられた第２電極２７とを有する、縦型の二端子素子であってもよい。
【００１６】
　集積回路３０は、半導体素子２３を制御する回路である。集積回路３０は、半導体素子
２３に電気的に接続されている。具体的には、集積回路３０は、第２導電ワイヤ３６を介
して、半導体素子２３の第３電極２８に接続されている。第２導電ワイヤ３６は、半導体
素子２３の第３電極２８と集積回路３０とに接続されている。第２導電ワイヤ３６は、半
導体素子２３（第３電極２８）及び集積回路３０から放熱部材４０側とは反対側に引き出
されている。
【００１７】
　第１リードフレーム１０、第２リードフレーム１６及び第３リードフレーム２０は、銅
またはアルミニウムのような、低い電気抵抗率と高い熱伝導率とを有する材料で構成され
てもよい。第１リードフレーム１０、第２リードフレーム１６及び第３リードフレーム２
０は、封止部材５０によって、放熱部材４０から電気的に絶縁されている。
【００１８】
　第１リードフレーム１０は、半導体素子２３が載置される第１部分１１と第１端子部１
４とを含んでいる。第１リードフレーム１０は、第１部分１１に接続される第２部分１２
と、第２部分１２及び第１端子部１４に接続される第３部分１３とをさらに含んでもよい
。第１部分１１は、半導体素子２３と放熱部材４０との間に配置されてもよい。第１部分
１１は、放熱部材４０に対して、第１間隔ｇ1を空けて配置されている。第１間隔ｇ1は、
放熱部材４０の厚さ方向における、第１部分１１と放熱部材４０との間の最短距離として
定義される。第１間隔ｇ1は、１００μｍ以上であってもよく、特定的には１５０μｍ以
上であってもよい。第１間隔ｇ1は、５００μｍ以下であってもよく、特定的には３５０
μｍ以下であってもよい。
【００１９】
　第１部分１１と放熱部材４０との間の第１間隔ｇ1が、第３部分１３と放熱部材４０と
の間の第２間隔ｇ2よりも小さくなるように、第２部分１２は第１部分１１及び第３部分
１３に対して傾斜している。第２間隔ｇ2は、放熱部材４０の厚さ方向における、第３部
分１３と放熱部材４０との間の最短距離として定義される。金属板を折り曲げることによ
って、第１部分１１と第２部分１２と第３部分１３と第１端子部１４とを含む第１リード
フレーム１０が形成されてもよい。
【００２０】
　半導体素子２３は、第１リードフレーム１０の第１部分１１に電気的に接続されている
。具体的には、半導体素子２３は、はんだのような接合部材（図示せず）を用いて、第１
リードフレーム１０の第１部分１１に接合されてもよい。さらに具体的には、半導体素子
２３の第２電極２７は、はんだのような接合部材（図示せず）を用いて、第１リードフレ
ーム１０の第１部分１１に接合されてもよい。
【００２１】
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　第１リードフレーム１０の第１部分１１及び第２部分１２は、封止部材５０の中に埋め
込まれてもよい。そのため、第１部分１１と第２部分１２との間の第１折曲部は、封止部
材５０によって湿度及び衝撃等から保護される。さらに、第２部分１２側の端部を含む第
３部分１３の少なくとも一部は、封止部材５０の中に埋め込まれてもよい。そのため、第
２部分１２と第３部分１３との間の第２折曲部は、封止部材５０によって湿度及び衝撃等
から保護される。
【００２２】
　第２リードフレーム１６は、集積回路３０が載置される第４部分１７と、第４部分１７
に接続される第２端子部１８とを含んでいる。金属板を折り曲げることによって、第４部
分１７と第２端子部１８とを含む第２リードフレーム１６が形成されてもよい。第４部分
１７は、集積回路３０と放熱部材４０との間に配置されてもよい。第１部分１１と放熱部
材４０との間の第１間隔ｇ1は、第４部分１７と放熱部材４０との間の第３間隔ｇ3よりも
小さくてもよい。第３間隔ｇ3は、放熱部材４０の厚さ方向における、第４部分１７と放
熱部材４０との間の最短距離として定義される。集積回路３０は、第２リードフレーム１
６の第４部分１７に電気的に接続されている。具体的には、集積回路３０は、はんだのよ
うな接合部材（図示せず）を用いて、第２リードフレーム１６の第４部分１７に接合され
てもよい。
【００２３】
　第３リードフレーム２０は、第５部分２１と、第５部分２１に接続される第３端子部２
２とを含んでいる。金属板を折り曲げることによって、第５部分２１と第３端子部２２と
を含む第３リードフレーム２０が形成されてもよい。第３リードフレーム２０は、半導体
素子２３に電気的に接続されている。具体的には、第３リードフレーム２０の第５部分２
１は、第１導電ワイヤ３５を介して、半導体素子２３の第１電極２６に接続されている。
第１導電ワイヤ３５は、半導体素子２３の第１電極２６と第３リードフレーム２０の第５
部分２１とに接続されている。第１導電ワイヤ３５は、半導体素子２３（第１電極２６）
及び第３リードフレーム２０（第５部分２１）から放熱部材４０側とは反対側に引き出さ
れている。
【００２４】
　封止部材５０は、少なくとも半導体素子２３と第１リードフレーム１０の第１部分１１
とを封止する。封止部材５０は、第１リードフレーム１０の第２部分１２と、第１リード
フレーム１０の第３部分１３の少なくとも一部と、集積回路３０と、第２リードフレーム
１６の第４部分１７の少なくとも一部と、第３リードフレーム２０の第５部分２１の少な
くとも一部と、第１導電ワイヤ３５と、第２導電ワイヤ３６とをさらに封止してもよい。
第１端子部１４、第２端子部１８及び第３端子部２２は、封止部材５０から露出している
。
【００２５】
　封止部材５０は、電気的絶縁性を有する。封止部材５０は、例えば、電気的絶縁性を有
し、かつ、半導体モジュール１を配線基板６１（図３を参照）に実装する際に加えられる
熱に耐える樹脂から構成されてもよい。封止部材５０は、例えば、エポキシ樹脂、ポリイ
ミド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、フッ素系樹脂、イソシアネート系樹
脂、シリコーン樹脂及びこれらの組み合わせからなる群から選択される樹脂材料から構成
されてもよい。封止部材５０は、シリカ、アルミナ、窒化アルミニウムまたは窒化ホウ素
のような無機材料からなるフィラーをさらに含んでもよい。フィラーは、封止部材５０の
熱伝導性を向上させてもよい。そのため、フィラーが充填された封止部材５０は、半導体
素子２３から発生する熱を、放熱部材４０に効率的に伝達することができる。
【００２６】
　放熱部材４０は、半導体素子２３において発生する熱を放散させる。放熱部材４０は、
第１リードフレーム１０の第１部分１１及び半導体素子２３に対向するように配置されて
いる。半導体素子２３の第１の表面２４に垂直な方向からの平面視（図１を参照）におい
て半導体素子２３が放熱部材４０に重なるように、放熱部材４０は半導体素子２３に対し
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て配置されてもよい。放熱部材４０は、集積回路３０において発生する熱をさらに放散さ
せてもよい。放熱部材４０は、第２リードフレーム１６の第４部分１７及び集積回路３０
に対向するように配置されている。半導体素子２３の第１の表面２４に垂直な方向からの
平面視（図１を参照）において集積回路３０が放熱部材４０に重なるように、放熱部材４
０は集積回路３０に対して配置されてもよい。
【００２７】
　放熱部材４０は、銅またはアルミニウムのような導電性と熱伝導性とを有する材料から
なる板部材であってもよい。放熱部材４０は、封止部材５０から露出する放熱面４１を有
している。封止部材５０から露出する放熱面４１は、半導体素子２３において発生する熱
を半導体モジュール１の外部に効率的に放散させることができる。放熱面４１は、封止部
材５０の表面と面一であってもよい。放熱面４１以外の放熱部材４０の複数の表面は、封
止部材５０に面してもよい。放熱部材４０は、封止部材５０によって、半導体素子２３及
び第１部分１１から絶縁されている。
【００２８】
　放熱部材４０は、封止部材５０に一体化されている。例えば、半導体素子２３、集積回
路３０、第１リードフレーム１０、第２リードフレーム１６、第３リードフレーム２０、
第１導電ワイヤ３５及び第２導電ワイヤ３６とともに放熱部材４０を封止部材５０でモー
ルドすることによって、放熱部材４０は封止部材５０に一体化されてもよい。封止部材５
０に形成された凹部に放熱部材４０を嵌合することによって、放熱部材４０は封止部材５
０に一体化されてもよい。ねじのような固定部材を用いて放熱部材４０を封止部材５０に
取り付けることによって、放熱部材４０は封止部材５０に一体化されてもよい。
【００２９】
　図３を参照して、本実施の形態の半導体装置５を説明する。半導体装置５は、半導体モ
ジュール１と、配線（第１配線６２、第２配線６３及び第３配線（図示せず））を含む配
線基板６１と、半導体モジュール１を配線基板６１上に固定する接合部材６５とを備える
。第１リードフレーム１０の第１端子部１４、第２リードフレーム１６の第２端子部１８
及び第３リードフレーム２０の第３端子部２２は、それぞれ、配線基板６１の第１配線６
２、第２配線６３及び第３配線に、接合部材６５を用いて接合される。接合部材６５は、
例えば、はんだであってもよい。接合部材６５に熱を加えること（例えば、接合部材６５
がはんだである場合におけるはんだリフロー工程）により、接合部材６５を用いて、半導
体モジュール１は配線基板６１上に実装される。封止部材５０はこの実装工程において加
えられる熱に耐えるため、封止部材５０は半導体素子２３と放熱部材４０との間の電気的
絶縁を確保することができる。
【００３０】
　本実施の形態の半導体モジュール１の効果を説明する。
　本実施の形態の半導体モジュール１は、半導体素子２３と、半導体素子２３が載置され
る第１部分１１を含む第１リードフレーム１０と、少なくとも半導体素子２３と第１部分
１１とを封止する封止部材５０と、封止部材５０に一体化されかつ半導体素子２３におい
て発生する熱を放散させる放熱部材４０とを備える。放熱部材４０は、封止部材５０から
露出する放熱面４１を有する。放熱部材４０は、封止部材５０によって、半導体素子２３
及び第１部分１１から絶縁されている。
【００３１】
　本実施の形態の半導体モジュール１では、放熱部材４０は、封止部材５０によって、半
導体素子２３及び第１部分１１から絶縁されており、放熱部材４０は、半導体素子２３及
び第１部分１１に接していない。そのため、半導体モジュール１は縦型半導体素子（２３
）に適用され得る。さらに、半導体モジュール１では、放熱部材４０は、封止部材５０に
よって、半導体素子２３及び第１部分１１から絶縁されているため、絶縁シートを用いる
ことなく、放熱部材４０は、半導体素子２３及び第１部分１１から電気的に絶縁されてい
る。そのため、半導体モジュール１を配線基板６１上に実装する際に、半導体素子２３と
放熱部材４０との間の電気的絶縁が確保され得る。
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【００３２】
　本実施の形態の半導体モジュール１では、第１部分１１は、半導体素子２３と放熱部材
４０との間に配置されている。第１部分１１は、放熱部材４０に対して、第１間隔ｇ1を
空けて配置されている。そのため、半導体モジュール１は縦型半導体素子（２３）に適用
され得るとともに、半導体モジュール１を配線基板６１上に実装する際に、半導体素子２
３と放熱部材４０との間の電気的絶縁が確保され得る。
【００３３】
　本実施の形態の半導体モジュール１では、第１間隔ｇ1は、１００μｍ以上５００μｍ
以下である。第１間隔ｇ1を１００μｍ以上に設定することにより、放熱部材４０は、半
導体素子２３及び第１部分１１から確実に電気的に絶縁され得る。第１間隔ｇ1を５００
μｍ以下に設定することにより、半導体素子２３から発生する熱が放熱部材４０に低い熱
抵抗で伝達され得る。
【００３４】
　本実施の形態の半導体モジュール１では、第１リードフレーム１０は、第１部分１１に
接続される第２部分１２と、第２部分１２に接続される第３部分１３と、第３部分１３に
接続される端子部とを含む。第１部分１１と放熱部材４０との間の第１間隔ｇ1が、第３
部分１３と放熱部材４０との間の第２間隔ｇ2よりも小さくなるように、第２部分１２は
第１部分１１及び第３部分１３に対して傾斜している。そのため、放熱部材４０を半導体
素子２３及び第１部分１１から電気的に絶縁しながら、半導体素子２３は放熱部材４０の
近くに配置され得る。半導体素子２３から発生する熱が放熱部材４０に低い熱抵抗で伝達
され得る。
【００３５】
　本実施の形態の半導体モジュール１では、第１部分１１及び前記第２部分１２は、封止
部材５０の中に埋め込まれている。第１部分１１と第２部分１２との間の折曲部は、封止
部材５０によって、湿度及び衝撃等から保護され得る。
【００３６】
　本実施の形態の半導体モジュール１は、半導体素子２３に電気的に接続される集積回路
３０と、集積回路３０が載置される第４部分１７を含む第２リードフレーム１６とをさら
に備える。第４部分１７は、集積回路３０と放熱部材４０との間に配置されている。第１
部分１１と放熱部材４０との間の第１間隔ｇ1は、第４部分１７と放熱部材４０との間の
第３間隔ｇ3よりも小さい。放熱部材４０を半導体素子２３及び第１部分１１から電気的
に絶縁しながら、半導体素子２３は放熱部材４０のより近くに配置され得る。半導体素子
２３から発生する熱が放熱部材４０に低い熱抵抗で伝達され得る。
【００３７】
　本実施の形態の半導体モジュール１は、第３リードフレーム２０と、第３リードフレー
ム２０と半導体素子２３とに接続される第１導電ワイヤ３５と、集積回路３０と半導体素
子２３とに接続される第２導電ワイヤ３６とをさらに備える。第１導電ワイヤ３５は、第
３リードフレーム２０及び半導体素子２３から放熱部材４０側とは反対側に引き出されて
いる。第２導電ワイヤ３６は、集積回路３０及び半導体素子２３から放熱部材４０側とは
反対側に引き出されている。第４部分１７と放熱部材４０との間の第３間隔ｇ3は第１部
分１１と放熱部材４０との間の第１間隔ｇ1と異なる。そのため、第１導電ワイヤ３５及
び第２導電ワイヤ３６が半導体素子２３から放熱部材４０側とは反対側に引き出されても
、第２導電ワイヤ３６は集積回路３０と半導体素子２３とに容易にボンディングされ得る
。
【００３８】
　本実施の形態の半導体モジュール１では、放熱面４１以外の放熱部材４０の複数の表面
は、封止部材５０に面している。そのため、放熱部材４０は封止部材５０に強固に一体化
され得る。
【００３９】
　本実施の形態の半導体モジュール１では、半導体素子２３は、第１の表面２４と、第１
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の表面２４とは反対側の第２の表面２５とを有している。半導体素子２３は、第１の表面
２４上に設けられた第１電極２６と、第２の表面２５上に設けられた第２電極２７とを有
している。第２電極２７は、第１リードフレーム１０の第１部分１１に接合されている。
本実施の形態の半導体モジュール１は縦型半導体素子（２３）に適用され得るとともに、
半導体モジュール１を配線基板６１上に実装する際に、半導体素子２３と放熱部材４０と
の間の電気的絶縁が確保され得る。
【００４０】
　本実施の形態の半導体装置５は、半導体モジュール１と、配線基板６１と、半導体モジ
ュール１を配線基板６１上に固定する接合部材とを備える。そのため、半導体装置５は縦
型半導体素子（２３）に適用され得るとともに、接合部材を用いて半導体モジュール１を
配線基板６１上に実装する際に、半導体素子２３と放熱部材４０との間の電気的絶縁が確
保され得る。
【００４１】
　実施の形態２．
　図４から図６を参照して、実施の形態２に係る半導体モジュール１ｂを説明する。本実
施の形態の半導体モジュール１ｂは、基本的には、実施の形態１の半導体モジュール１と
同様の構成を備えるが、主に以下の点で異なる。
【００４２】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｂでは、放熱部材４０は、放熱面４１上に、１つ以
上の凸部４２を含む。１つ以上の凸部４２の各々は、図５に示されるように柱状の凸部４
２であってもよいし、図６に示されるように板状の凸部４２であってもよい。１つ以上の
凸部４２は、放熱面４１内に均一に分布してもよいし、放熱面４１内に不均一に分布して
もよい。半導体素子２３の発熱量が集積回路３０の発熱量よりも大きいときは、集積回路
３０に対応する放熱面４１の第２領域よりも、半導体素子２３に対応する放熱面４１の第
１領域に、より多くの１つ以上の凸部４２が配置されてもよい。
【００４３】
　本実施の形態の半導体装置は、実施の形態１の半導体装置５と同様の構成を備えるが、
実施の形態１の半導体モジュール１に代えて、本実施の形態の半導体モジュール１ｂを備
える点で異なる。
【００４４】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｂの効果を説明する。本実施の形態の半導体モジュ
ール１ｂは、実施の形態１の半導体モジュール１の効果に加えて、以下の効果を奏する。
本実施の形態の半導体モジュール１ｂでは、放熱部材４０は、放熱面４１上に、１つ以上
の凸部４２を含む。１つ以上の凸部４２は、放熱部材４０における放熱面積を増加させる
。そのため、半導体モジュール１ｂの放熱特性が改善され得る。
【００４５】
　実施の形態３．
　図７から図９を参照して、実施の形態３に係る半導体モジュール１ｃを説明する。本実
施の形態の半導体モジュール１ｃは、基本的には、実施の形態１の半導体モジュール１と
同様の構成を備えるが、主に以下の点で異なる。
【００４６】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｃでは、放熱部材４０は、放熱面４１上に、１つ以
上の凹部４４を含む。１つ以上の凹部４４の各々は、図８に示されるように柱状の凹部４
４であってもよいし、図９に示されるように板状の凹部４４であってもよい。１つ以上の
凹部４４は、放熱面４１内に均一に分布してもよいし、放熱面４１内に不均一に分布して
もよい。半導体素子２３の発熱量が集積回路３０の発熱量よりも大きいときは、集積回路
３０に対応する放熱面４１の第２領域よりも、半導体素子２３に対応する放熱面４１の第
１領域に、より多くの１つ以上の凹部４４が配置されてもよい。
【００４７】
　本実施の形態の半導体装置は、実施の形態１の半導体装置５と同様の構成を備えるが、
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実施の形態１の半導体モジュール１に代えて、本実施の形態の半導体モジュール１ｃを備
える点で異なる。
【００４８】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｃの効果を説明する。本実施の形態の半導体モジュ
ール１ｃは、実施の形態１の半導体モジュール１の効果に加えて、以下の効果を奏する。
本実施の形態の半導体モジュール１ｃでは、放熱部材４０は、放熱面４１上に、１つ以上
の凹部４４を含む。１つ以上の凹部４４は、放熱部材４０における放熱面積を増加させる
。そのため、半導体モジュール１ｃの放熱特性が改善され得る。
【００４９】
　実施の形態４．
　図１０を参照して、実施の形態４に係る半導体モジュール１ｄを説明する。本実施の形
態の半導体モジュール１ｄは、基本的には、実施の形態２の半導体モジュール１ｂと同様
の構成を備えるが、主に以下の点で異なる。
【００５０】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｄでは、放熱部材４０は、放熱面４１上の１つ以上
の凹部４４と、１つ以上の凹部４４の少なくとも一部に結合されて放熱面４１から突出す
る１つ以上の突出部材４６とを含む。１つ以上の突出部材４６の各々は柱状の突出部材４
６であり、１つ以上の凹部４４の各々は柱状の凹部４４であってもよい。１つ以上の突出
部材４６の各々は板状の突出部材４６であり、１つ以上の凹部４４の各々は板状の凹部４
４であってもよい。１つ以上の突出部材４６は、１つ以上の凹部４４に圧入されてもよい
。１つ以上の突出部材４６は、１つ以上の凹部４４に螺合してもよい。
【００５１】
　１つ以上の突出部材４６は、放熱面４１内に均一に分布してもよいし、放熱面４１内に
不均一に分布してもよい。半導体素子２３の発熱量が集積回路３０の発熱量よりも大きい
ときは、集積回路３０に対応する放熱面４１の第２領域よりも、半導体素子２３に対応す
る放熱面４１の第１領域に、より多くの１つ以上の突出部材４６が配置されてもよい。
【００５２】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｄの製造方法の一例では、半導体素子２３、集積回
路３０、第１リードフレーム１０、第２リードフレーム１６、第３リードフレーム２０、
第１導電ワイヤ３５及び第２導電ワイヤ３６とともに放熱部材４０を封止部材５０でモー
ルドした後、１つ以上の凹部４４に１つ以上の突出部材４６が結合されてもよい。
【００５３】
　本実施の形態の半導体装置は、実施の形態２の半導体装置と同様の構成を備えるが、実
施の形態２の半導体モジュール１ｂに代えて、本実施の形態の半導体モジュール１ｄを備
える点で異なる。
【００５４】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｄの効果を説明する。本実施の形態の半導体モジュ
ール１ｄは、実施の形態２の半導体モジュール１ｂの効果に加えて、以下の効果を奏する
。
【００５５】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｄでは、放熱部材４０は、放熱面４１上の１つ以上
の凹部４４と、１つ以上の凹部４４の少なくとも一部に結合されて放熱面４１から突出す
る１つ以上の突出部材４６とを含む。そのため、半導体素子２３の発熱量に応じて、１つ
以上の突出部材４６の数が定められ得る。本実施の形態の半導体モジュール１ｄは、半導
体素子２３に適した放熱特性を有するとともに、不必要な突出部材４６を省略することに
よって半導体モジュール１ｄのコストが減少し得る。
【００５６】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｄは、半導体素子２３、集積回路３０、第１リード
フレーム１０、第２リードフレーム１６、第３リードフレーム２０、第１導電ワイヤ３５
及び第２導電ワイヤ３６とともに放熱部材４０を封止部材５０でモールドした後、１つ以
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されている。本実施の形態の半導体モジュール１ｄは、実施の形態１の半導体モジュール
１のモールド工程における金型と同じ金型を用いて製造され得るように構成されている。
そのため、半導体モジュール１ｄのコストが減少し得る。
【００５７】
　実施の形態５．
　図１１を参照して、実施の形態５に係る半導体モジュール１ｅを説明する。本実施の形
態の半導体モジュール１ｅは、基本的には、実施の形態１の半導体モジュール１と同様の
構成を備えるが、主に以下の点で異なる。
【００５８】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｅは、第１部分１１と放熱部材４０との間に絶縁ス
ペーサ５５をさらに備える。絶縁スペーサ５５は、第１部分１１と放熱部材４０との間の
第１間隔ｇ1を規定する。絶縁スペーサ５５は、第１部分１１と放熱部材４０とに接着さ
れていてもよい。
【００５９】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｅの製造方法の一例では、第１部分１１と放熱部材
４０との間に絶縁スペーサ５５を配置した後に、封止樹脂により、半導体素子２３、第１
リードフレーム１０及び放熱部材４０がモールドされる。絶縁スペーサ５５は、このモー
ルド工程において、半導体素子２３と放熱部材４０との間の電気的絶縁が安定的に確保さ
れ得る。
【００６０】
　本実施の形態の半導体装置は、実施の形態１の半導体装置５と同様の構成を備えるが、
実施の形態１の半導体モジュール１に代えて、本実施の形態の半導体モジュール１ｅを備
える点で異なる。
【００６１】
　本実施の形態の半導体モジュール１ｅの効果を説明する。本実施の形態の半導体モジュ
ール１ｅは、実施の形態１の半導体モジュール１の効果に加えて、以下の効果を奏する。
本実施の形態の半導体モジュール１ｅは、第１部分１１と放熱部材４０との間に絶縁スペ
ーサ５５をさらに備える。絶縁スペーサ５５は、第１部分１１と放熱部材４０との間の第
１間隔ｇ1を規定する。そのため、半導体素子２３と放熱部材４０との間の電気的絶縁が
安定的に確保され得る。
【００６２】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。矛盾のない限り、今回開示された実施の形態１から実施の形態５の少な
くとも２つを組み合わせてもよい。本発明の範囲は、上記した説明ではなく請求の範囲に
よって示され、請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることを
意図される。
【符号の説明】
【００６３】
　１，１ｂ，１ｃ，１ｄ，１ｅ　半導体モジュール、５　半導体装置、１０　第１リード
フレーム、１１　第１部分、１２　第２部分、１３　第３部分、１４　第１端子部、１６
　第２リードフレーム、１７　第４部分、１８　第２端子部、２０　第３リードフレーム
、２１　第５部分、２２　第３端子部、２３　半導体素子、２４　第１の表面、２５　第
２の表面、２６　第１電極、２７　第２電極、２８　第３電極、３０　集積回路、３５　
第１導電ワイヤ、３６　第２導電ワイヤ、４０　放熱部材、４１　放熱面、４２　凸部、
４４　凹部、４６　突出部材、５０　封止部材、５５　絶縁スペーサ、６１　配線基板、
６２　第１配線、６３　第２配線、６５　接合部材。
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